工場立地法Ｑ＆Ａ

Ｑ１：変更を行う場合，どのような届出が必要になるのでしょうか？ 

Ａ１：以下のような場合に届出が必要になります。

①下記の要件に該当するような製品の変更を行う場合。

　　　　・日本標準産業分類の他の３桁（小）分類に属する業種となるようなとき
　　　　　（例：製鉄業２２１　⇒　鉄鋼・製鋼圧延業２２２）
　　　　・準則に示す生産施設面積率等が変わるとき

　　　②敷地面積が減少又は増加する場合。

③建築面積が増加又は減少する場合。

　　　　ただし，生産施設面積の増加（スクラップ＆ビルドを含む）や緑地，環境施設の減少を伴わない場合は不要となります。

④生産施設の増設，スクラップ＆ビルド（建て替え，更新，リプレース等），又は建築物は変更がないものの①に示す製品の変更に伴う機械設備の入れ替えを行う場合。

　　　　なお，これらの場合は結果的に生産施設面積が減少又は変わらない場合であっても届出は必要となります。

　　　⑤緑地，環境施設の面積が減少する場合。 

　　　　なお，緑地等の撤去と増設を同時に行い，結果的に面積が変わらない場合であっても届出は必要。ただし，申請済みの緑地内の樹木のみを，別の申請済みの緑地上に移転する場合は不要となります。

　　　⑥届出者の氏名，住所の変更及び工場の名称，所在地を変更する場合。

　　　　ただし，社長の交代による氏名の変更は届出を必要としません。

Ｑ２：社宅は工場敷地に含まれるのですか？ 

Ａ２：社宅・寮・病院（診療所）の用に供する土地及びこれらの施設として明確な計画のあるものは含まれませんが，当面用途不明のまま将来の予備として確保している土地は含まれます。

　　　　また，これらの施設の用に供する土地に明確な土地の仕切りがない場合には，これらの施設の建築面積を０．６で除した面積を工場敷地面積から除外します。 

　　　
Ｑ３：風力発電施設は生産施設として扱われるのですか？ 

Ａ３：風力発電施設から生産した電力を他社に売っている場合は生産施設であり，工場立地法上の「電気供給業」に該当するので，届出が必要となります。 

Ｑ４：屋外の作業場は生産施設に該当するのですか？ 

Ａ４：生産施設には該当しませんが，当該作業場内の生産に使用する機械または装置（クレーン等）は生産施設とします。 

Ｑ５：修理工場は生産施設として扱われるのですか？ 

Ａ５：製造・加工と修理を合わせて行う修理工場は生産施設としますが，単に部品の取り替え等によって自らの工場等の生産施設の修理のみを行う修理工場は生産施設としません。ただ，治工具（工場で生産のために使用する治工具）を製造し，併せて生産施設の修理をする工場建屋，あるいは，金型製造と修理を併せて行う工場建屋等は生産施設とします。 

Ｑ６：出荷輸送関連施設の考え方について教えてください。 

Ａ６：①生産工程の一環として製品の包装・荷造（梱包）を継続して行う施設は生産施設とします。

　　　②倉庫，置場に付随して最終の製品を出荷するための施設は生産施設としません。

　　　③屋外ベルトコンベヤー，輸送用配管等の専ら輸送の用に供する施設は生産施設としません。 

Ｑ７：空気調整施設（ボイラー・コンプレッサー・ポンプ等）は生産施設に含まれますか？ 

Ａ７：製造工程等の用に一部でも共用されていれば生産施設となります。

　　　また，工場建屋のための空気調整施設も製造工程の用に供するので生産施設とします。※事務所・出荷施設・用水施設の用に供されるものは除きます。 

Ｑ８：検査所（試験室）は生産施設としてよいのでしょうか？ 

Ａ８：製品の検査が生産工程の一環として行われる検査所又は試験室は生産施設としますが，
独立して製品の技術開発を目的とする試験研究を行う検査所又は試験室は生産施設とし
ません。 

Ｑ９：生産施設を休止・廃止した場合，生産施設に含まれるのか教えてください。 

Ａ９：一時的な遊休施設は生産施設とします。また，廃止された施設であっても撤去されな
い限り，原則として生産施設とします。

Ｑ１０：半製品・中間製品のタンク，倉庫は生産施設とみなせますか？ 

Ａ１０：以下のように考えます。

　　　　①半製品又は中間製品のタンクが製造の単位としての工程を形成する一連の機械又は装置が設置されている独立の区画に属する場合には生産施設とします。ただし，原材料又は最終の製品のタンクヤード内の一部に設置されている半製品又は中間製品のタンクは生産施設とはしません。

　　　　②半製品又は中間製品の倉庫が工場建屋の中に含まれる場合には当該工場建屋は生産施設とします。

　　　　③原材料や製品の倉庫に半製品や中間製品が置かれていても当該倉庫は生産施設とはしません。 

Ｑ１１：駐車場を緑化した場合，緑地として認められるのですか？ 

Ａ１１：認められます。ただし，以下の条件を守って下さい。

　　　　①１区画につき，緑化した面積が１０㎡以上であること。
　　　　②緑地面積率の算定にあたって，敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の２５の割合を超えては緑地面積として算入できないこと。
Ｑ１２：屋上緑化・壁面緑化について教えてください。 
Ａ１２：屋上緑化については，緑化した部分の面積を緑地面積とします（ただし，１区画につき１０㎡以上必要）。 壁面緑化については，緑化しようとする部分の水平延長に１メートルを乗じた面積とします。また，傾斜した壁面については，緑化しようとする部分の水平投影面積とします。

ただし，これらの緑化方法では，敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の２５の割合を超えて緑地面積率の算定に用いる緑地の面積に参入することはできません。

Ｑ１３：緑地に明確な区切りが無い場合，緑地面積はどう測るのですか？ 

Ａ１３：例えば，以下のような測り方があります。

　　　　①樹木が生育する土地又は建築物屋上等緑化施設で柵，置き石，へい等により区画されていないものについては，外側にある各樹木の幹を直線で結んだ線で囲まれる面積を緑地面積とします。

　　　　②一列の並木状の樹木が生育する土地又は建築物屋上緑化等施設で柵，置き石，へい等により区画されていないものについては，当該樹木の両端の樹木に沿って測った距離に１メートルを乗じた面積を緑地面積とします。 

Ｑ１４：敷地の「周辺部」とはどのような範囲を指すのですか？ 

Ａ１４：「周辺部」とは，敷地の境界線から対面する境界線までの距離の１／５ 程度の距離だけ内側に入った点を結んだ線と境界線との間に形成される部分を言います。

Ｑ１５：緑地は屋上等への配置が出来ますが，緑地以外の環境施設の場合は可能ですか？ 

Ａ１５：環境施設の屋上等への配置は認められません。

Ｑ１６：苗木床，花壇，雑草地，野菜畑，温室（ビニールハウス）は緑地と考えてよいのでしょうか？ 

Ａ１６：苗木床，花壇，雑草地（植生・美観などの観点から良好な状態に維持管理されているものに限る），は１０㎡を超えれば緑地と認められます。

野菜畑は，緑地としては認められませんが，緑地以外の環境施設としては認められます。温室（ビニールハウス）は，緑地としても緑地以外の環境施設としても認められません。 

Q１７：団地特例対象地域の場合、申請の際、どのような書類の提出が必要になりますか？
A１７：通常の申請に必要な書類に加え、『13工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び配置(福岡工業団地)』も合わせて、ご提出ください。
（参照）「工場立地法解説」（発行：財団法人日本立地センター）
